
様式１ 別添１

個人情報保護委員会

令和元年度 令和２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

施策名：特定個人情報の取扱いに関する監視・監督

001 特定個人情報の監視・監督に必要な経費 平成25年度 終了予定なし 1,176 1,191 1,181 

 「地方公共団体におけるインシデント
訓練実施に関する業務」について、一者
応札が続いているのであれば、価格に見
合った業務内容が確保されていること
を、外部に説明できるようにするべき。

事業内容の一部
改善

予算執行に当たっては、引き続き、手続の
透明性・公正性の確保に努めること。

1,171 1,778 606 - 執行等改善
今年度の同事業の執行に当たり、業務
内容が価格に見合ったものであること
の整理に努める。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」1,150

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人
情報
保護
委員
会

- 0001 - - - - - その他

施策名：特定個人情報保護評価制度の適切
な運用

002 特定個人情報保護評価に必要な経費 平成25年度 終了予定なし 104 73 59 

 競争性のない随意契約となっている
「マイナンバー保護評価システム」関係
については、価格の妥当性をチェックす
べき。

事業内容の一部
改善

予算執行に当たっては、引き続き、手続の
透明性・公正性の確保に努めること。

81 46 ▲34 - 執行等改善

予算執行に当たっては、引き続き、十
分な準備期間の確保や情報提供の拡充
等を図ることで、手続の透明性・公正
性の確保に努める。また、競争性のな
い随意契約となった案件に関しては、
今後も専門的な知見を有する職員が価
格の妥当性を確認することで、効率的
な予算執行に努める。

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人
情報
保護
委員
会

- 0002 - - - - - その他

施策名：個人情報に関する広報・啓発

003 所掌事務に係る広報・啓発 平成25年度 終了予定なし 91 120 84 

 委員会HPについて、現在、個別のペー
ジごとのアクセス状況を解析できるよう
にシステムの改修作業を行っているとの
ことだが、個別のページを評価できるよ
うにするためには重要と考える。来年度
の分析を期待している。

事業内容の一部
改善

アクセス状況の解析結果を当委員会ホーム
ページの改善等に活用し、質の向上に努め
ること。

58 96 38 - 執行等改善
アクセス件数の把握の結果も活用し、
引き続き、ホームページの改善に努め
ていきたい。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」72.6

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人
情報
保護
委員
会

- 0003 - - - - - その他

施策名：個人情報に関する国際協力の推進

004
個人情報の適切な取扱いに関する国際協力
に必要な経費

平成25年度 終了予定なし 164 283 167 

 ○十分性の認定を獲得したのは大きな
成果であるが、その成果が評価に現れて
いない。国際連携の強化といったことを
政策評価の指標としてはどうか。一方
で、期限を設けたゴールがあるものでも
なく、また、相手があることなので、い
つまでに何をするといった目標を立てる
のは難しいと思われる。
○EUとの関係も、今後、実務上の課題へ
の対応があると思われるので、ウェブで
の情報提供なども重要と思われる。

事業内容の一部
改善

御意見を踏まえ、当委員会の取組みを適切
に評価するための測定指標を検討するこ
と。

159 261 102 - 執行等改善
御意見を踏まえ、事前分析表の測定指
標を変更した。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」186

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人
情報
保護
委員
会

- 0004 - - - - - その他

施策名：個人情報の保護及び利活用に関す
る施策の推進

005
個人情報の保護及び利活用に関する施策の
推進

平成27年度 終了予定なし 128 117 99 

 認定個人情報保護団体が適切な活動を
行えるよう、きちんと管理されているか
を指導していくことも重要である。ま
た、制度を運用していく中で明らかに
なった課題もあると思われるが、その課
題の改善についても留意して活動してい
くべき。

事業内容の一部
改善

御意見も踏まえ、引き続き、認定個人情報
保護団体への支援や制度の利用の推進に努
めること。

109 164 55 - 執行等改善
御意見も踏まえ、引き続き、認定個人
情報保護団体への支援や制度の利用の
推進に努める。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」138

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人
情報
保護
委員
会

- 0005 - - - - - その他

施策名：個人情報に関する広聴・相談

006 広聴・相談業務に必要な経費 平成30年度 終了予定なし 43 53 48 
 相談対応で蓄積された情報を委員会の
取組に幅広く活用していくことも重要で
はないか。

事業内容の一部
改善

御意見を踏まえ、相談対応で把握した課題
等が委員会の取組に活用されるよう努める
こと。

53 83 30 - 執行等改善
御意見を踏まえ、引き続き、相談対応
で把握した課題等を委員会の取組に活
用するよう努める。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」27.6

総務課 一般会計

（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報の適正な
           取扱いの確保に
           必要な経費

個人
情報
保護
委員

新
30

- 0001 - - - - - 前年度新規

1,704 1,837 1,638 1,632 2,428 797 

1,654 1,640 1,516 1,915 2,132 217 

3,358 3,477 3,154 3,547 4,560 1,014 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和元年度の点検の結果、事業を廃止し令和２年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和元年度の点検の結果、見直しが行われ令和２年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和元年度の点検の結果、令和２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：令和元年度の点検の結果、令和２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和元年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和２年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：令和元年度の点検の結果、令和２年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

令和元年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の令和２年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始

年度
事業終了

(予定)年度
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見 反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金

１つ目 ２つ目 ３つ目

行政事業レビュー対象　計 一般会計

執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き 平成３０年度レビューシート番号

注５．「外部有識者点検対象」欄については、令和元年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２７年度対象」、「平成２８年度対象」、「平成２９年度対
象」、「平成３０年度対象」と記載する。なお、令和元年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

合　　　　　計 一般会計

行政事業レビュー対象外　計 一般会計
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様式３

令和２年度新規要求事業

個人情報保護委員会

（単位：百万円）

施策名：特定個人情報の取扱いに関する監視・監督

0001
独自利用事務の情報連携利用開始手続のシステム化等に必要な
経費

事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めること。 48 

要求額のうち「新しい日本のための優先課題推進
枠」48

総務課 一般会計
（項）個人情報保護委員会
　（大事項）個人情報保護委員会に必要な経
費

一般会計 48           

担当部局庁

合　　　　　計

会計区分 項・事項
委託
調査

補助
金等

基金
事業
番号

事　　業　　名
行政事業レビュー推進チームの所見

（概要）
令和２年度

要求額
備　　考
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